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燕産業集積の変遷と展望 
 
宮嵜 晃臣 
 
１ 問題の所在 
 
2008 年 8 月 5 日から 7 日の専修大学社会科学研究所の実態調査は前半 2 日間を新潟県燕市を
中心に行った。筆者は事前準備のため 5 月末に燕市商工観光部を訪問したが、燕市を訪問する
のはそれが初めてのことであった。筆者は 1986 年度に週に一度長岡市に通っていて、当事新潟
日報で連日倒産件数が報道され、ことに旧燕市でその件数が高く、プラザ合意後の円高の厳し
い影響をその紙上でリアルに感じ取っていた記憶がある。そして 5 月末に燕市を初めて訪れた
際には、プラザ合意後の円高、さらには 1993～1995 年の超円高を耐え抜いた燕市の産業集積の
秘訣はどこにあるのか、それを探るのが最大の関心事であった。 
ところが、7 月 15 日に、生田社研で中小企業研究センター[2001]の中心を担われた渡辺幸男
氏（慶応義塾大学経済学部教授）を講師にお招きし研究会が開催された折、そのテーマを渡辺
氏は「洋食器産地『燕』の解体が意味するもの」に設定され、燕がこれまでの金属洋食器、金
属ハウスウェア産地から新たな金属加工・金属製品関連産業集積に脱皮しなければならないこ
とを氏が提唱されるのを拝聴し、燕産業集積の化け
．．
る
．
能力
．．
とその成否に関心を持つようになり、
調査に臨んだ。 
そこで燕産業集積の現状を明らかにする前に簡単に燕の産業集積の変遷を明らかにした上で、
これまでの集積を形成した要素のうち何が失われ、またどのような新たな集積形成要素が作り
出され、その新たな要素が付け加わったことで、どのような方向性が燕の産業集積にみいださ
れるのか、こうした点を先行研究に学び、また今夏現地で発見されたことを整理して、明らか
にしていきたい。ここでいう集積形成要素とはまず燕を独自な集積として支える技術であり、
その技術を根拠に燕の企業群を集積として構成することのできるコーディネート機能を主に考
えている。 
 
２ 燕産業集積の変遷 
 
２－１ 産地型での中小企業中心の産業集積としての燕 
10 年以上も前のことになるが、故橋本寿朗氏は日本の産業集積について大企業中心型で二類
型、中小企業中心型で二類型、計四つの類型を示していた。大企業中心型では、生産工程統合
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型の大企業に依存する型（新居浜、水島）と大企業補完型（豊田、日立）に分類し、中小企業
中心型では産地型（鯖江、燕、常滑）と大都市圏に立地したネットワーク型の金属機械加工型
（大田区、東大阪、諏訪、伊那、坂城）に分類していた（清成[1997]、170～177 頁）。鯖江は眼
鏡フレーム、常滑は常滑焼と称される窯業の産地であり、燕は金属洋食器、金属ハウスウェア
の産地で、中小企業中心の産地型集積として捉えられていた。 
中小企業中心の産地型集積といえば、マーシャルの「外部経済」が直ちに想起される。マー
シャルがはじめて産業集積の効果を｢外部経済｣として提唱する際、具体的にはシェフィールド
の刃物産業等に着目していたように、マーシャルの産業集積は産地型を念頭においていたと
いってよい（Marshall[1920]、ｐ．269～270、邦訳第 2 分冊、197～199 頁）。マーシャルは経済
発展をもたらす要因として、｢内部経済 internal economy｣と「外部経済 external economy」の 2
側面を考えていて、前者に関しては「個々の企業のもつ資源、組織および経営の能率に依存す
る」効果として、後者に関しては「同じ性格をもつ多数の小企業が特定の地域に集中すること
によって、すなわち・・・産業の地域化によってしばしば確保できる」効果として考えていた
（Marshall [1920]p．266、邦訳第 2 分冊 193～194 頁）。 
マーシャルの「外部経済」を三点に絞って整理しておくと、第１の効果として、産業が特定
の地域に長くとどまることによってその地域に、地域特有の技術・知識が、普通のもとして波
及し、また次々に新しいアイディアが生み出されて、技術が深化いくことをあげている。第２
の効果としてマーシャルは特定地域における産業の裾野の広がりをあげ、その上で道具や原料
の安価な供給が可能となる点を考えている。さらに熟練労働市場の形成を第３の効果と考えて
いる（Marshall [1920]、p．271、邦訳第 2 分冊、201 頁）。 
また、日本の集積論に目を転じると、伊丹敬之、松島茂、橘川武郎[1998]に興味深い指摘が
ある。伊丹敬之、松島茂、橘川武郎[1998]では中小企業の集積で継続性が生まれる要件として
需要搬入企業の存在と分業集積群の柔軟性を指摘している。前者については需要搬入業者も集
積内部に存在し、分業を調整するタイプと集積内部に需要を投げ込み、生産結果を受け取るだ
けのタイプがあり、需要搬入企業と集積内企業とは相互依存関係にあるとされている。後者の
集積全体としての柔軟性には全体で多様な需要に機敏に対応する部分と新しい範疇の需要に対
応する部分によって考えられている。また柔軟性保有のための基礎要件として三点あげられて
いる。①加工技術、設計能力、デザイン能力等の技術蓄積の深さ、②分業間調整費用の低さ、
③創業の容易さの三点である。さらに柔軟性要件を満たすための分業・集積要件としても①分
業の単位が細かい、②分業の集まりの規模が大きい、③企業の間に濃密な情報の流れと共有が
ある、の三点が考えられている（伊丹敬之、松島茂、橘川武郎[1998]、6～20 頁）。 
こうした集積論の研究を基礎に燕の産業集積の変遷をたどっておきたい。 
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２－２ 前史 
日本の各地の産業集積はそれぞれ特有の技術によって基礎づけられており、各地の産業集積
の技術形成は一朝一夕にできたものではない。燕の場合、金属加工の端緒は江戸時代の和釘と
銅製品の生産によって切り開かれた。以下燕市商工観光部[2008]等に依拠し、燕の金属加工技
術の端緒を概観しておきたい。 
今回の実態調査で見学の機会をえた大河津分水ができる（明治42年起工後大正11年初通水、
昭和 2 年自然堰の陥没を機に可動堰の建設が昭和 6 年に完成、平成 4 年新洗堰の改築に着手後
平成 12 年新洗堰通水）まで、信濃川は何度も大規模な洪水を繰り返し、周辺に莫大な被害をも
たらしてきた。元和元年（1615）～元禄元年（1688）の天領時代に信濃川氾濫に対する救民対
策として代官が和釘の生産を農民の副業として指導したのが始まりで、その後明治初期まで燕
産業の 80 パーセントは和釘の生産で占められ、若狭の小浜とともに東西の和釘の本場をなした
という。 
また、元禄年間（1688～1703 年）に間瀬銅山（弥彦山）が開かれ、燕市産業史資料館のパン
フレットによると、その銅の精錬所は唯一燕に存在したという。この銅を使って燕で鍋などの
銅器が鎚起技法を用いて生産されるようになった。この鎚起銅器の生産は今日にも継承され、
今回見学した株式会社玉川堂の当主玉川基行氏は 7 代目で、燕市観光ガイドによると初代・玉
川覚兵衛（1799～1871）が仙台の渡り職人から鎚起銅器の製法を継承し、日常銅器（鍋、釜、
薬罐）の製造を始めたというので、同社は江戸時代後期から続いている企業ということになる。 
銅製品については、江戸時代末期にその技術が会津から伝えられた煙管の生産が燕の金属圧
延技術と彫金技術と一体となって発達し、江戸末期には旅行用筆記セットである矢立の生産も
開始されるようになった。また他方、銅器とは別に 1700 年ごろから鋸の目立ての道具として鑢
の生産も始まったという。 
しかし、明治維新以降、洋釘が輸入され、明治 20 年以降となると大量生産できる洋釘が日本
市場を支配し、和釘は没落する。加えて煙管は紙巻煙草に、矢立は万年筆に代替され、さらに
は日常銅器産業もアルミニウム製品の普及によって、花器、茶道具等の伝統工芸として継承さ
れるにいたった。 
ところが、第 1 次世界大戦により、洋食器の供給が諸外国から求められ、東京、大阪の問屋
から見本がもたらされ、煙管、矢立等の技術が応用され、その試作に成功した。真鍮製の洋食
器は和釘、煙管、矢立に代わる燕の代表産業になるもので、その作業はそれまでの金属地抜き
技術、鎚起技術、金属圧延技術、彫金技術が基になり、その応用によって実現され、この時点
で燕の産業集積がうまく化ける能力
．．．．．
を DNA として形成したといってよいであろう。今回訪問
した小林工業も明治元年（1868）の創業で、矢立てや灰ならしのような家庭用金物の鍛冶工房
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がその始まりで、日本で最初にカトラリーの生産を開始したのが大正 4年（1915）、同社がその
草分けをなしたという（同社 HP より）。 
 
２－３ 戦後燕産業集積の変遷 
第 2 次大戦後になると、ステンレス製の量産型の洋食器が燕の基軸産業となる。地抜き工程、
押し工程、スリ工程、研磨工程を機械化し、大量生産された洋食器はその多くが輸出され、1984
年にはその輸出比率は 78％にのぼった。輸出依存度の高い金属洋食器の産地型集積が形成され、
プレス用を中心に金型産業も定着し、また最終工程の羽布研磨の事業所が零細企業を中心に幅
広く形成されることになる。表－1 は 1990 年のデータではあるが、この時点でも研磨事業所の
9 割は従業員 1～３人の家族経営の零細企業であり、調査に同行していただいた燕市商工観光部
の大原務氏によると、1950、60 年代こうした羽布研磨の家族企業が軒を並べていたという。 
しかし、輸出比率の高い産業は当然のことながら為替変動に曝されることになる。ことに
1985 年プラザ合意後の円高、1993～1995 年の超円高によって燕の洋食器産業は大きな打撃を受
けることになる。表－2 は 1976 年から 1999 年までのおおよそ四半世紀の事業所数の推移を示
すものである。金属洋食器の事業所数は 1985 年の 401 か所から 5 年間で 71 か所も減少し、95
年から 5 年間でまた 60 か所減少している。95 年以降の減少は金属洋食器の生産が中国に移管
し、中国との競合関係のなかで生じていると考えられる1。ともあれ、この四半世紀の間に金属
洋食器の事業所は半減し、その仕上げ工程を担う金属研磨の事業所も 1326 か所から 729 か所に
半数近くに減少し、金属洋食器が燕の基軸産業の位置を占められなくなったことを示している。 
金属洋食器の事業所数の落ち込みを補う形で、金属器物(金属ハウスウェア)の事業所数が
1976 年の 259 か所からピークの 1995 年には 420 か所にこの 20 年で 161 も事業所が増大してい
る。金属器物産業の発展にはいくつかの要素がある。中小企業研究センター[2001]によれば、
1950 年代に金属洋食器の対米輸出が急増し、貿易摩擦から 1957 年に日本輸出金属洋食器調整
組合が作られ、ここで輸出出荷割当と生産割当がしかれ、新規参入が阻まれ、ハウスウェアへ
思い切って転換する企業があったという（中小企業研究センター[2001]、26 頁）。さらに集散地
問屋化した燕地域の有力商社が業務用ハウスウェア・キッチンウェア、消費者向けハウスウェ
アを消費地問屋に供給する一方、その生産供給基盤を燕に求め、燕の金属ハウスウェア産業の
発展をリードした（中小企業研究センター[2001]、134 頁）という。金属ハウスウェア産業の発
展はそれに不可決な技術の域内蓄積と同時に進行した。深絞り、角筒深絞りがステンレスだけ
でなく、アルミ、チタン、マグネシウムにも施されるようになり、精密板金、接合、スピニン
グ加工、線材加工、ロストワックス、さらに研磨も羽布研磨だけではなく電解研磨を手掛ける
企業も出現し、表面処理についても、メッキ、酸化発色、タフライド処理と幅の広い技術集積
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が形成されるようになったのである。 
しかし、2000 年以降、その金属ハウスウェア産業も停滞する。表－3 に示されているように、
2000 年から 2003 年にかけて、同産業においては 416 か所から 365 か所に 51 もの事業所が減少
し、金属洋食器の事業所数の減少幅を上まっている。製造品出荷額でみると同期間に 4,706 千
万円から 3,746 千万円に 960 千万円減少している。（表－４）。従業者数では 2000 年から 2003
年にかけて金属ハウスウェア産業では 507 人が減少し、減少数の絶対規模では最大の落ち込み
を示している。表－３、４、５は 2004 年以降従業者 4 人以上の事業所を対象としているので、
それ以前とそれ以降を分けてみなければならない。2004 年から 2007 年にかけても 277 人減少
し、この期間でも減少数の絶対規模では最大の落ち込みを示している(表－５)。金属器物につ
いては従業者 4 人以下の事業所は少ないであろうから、2000 年から通して 2007 年まで比較し
ても大きなずれはないと考えられ、比較してみるとこの間に製造品出荷額は 3 割方減少してい
る。燕において、金属ハウスウェアは金属洋食器の地盤低下を補う役割を果たしてきたが、世
紀が変わってその役割を担いきれなくなったといえよう。中小企業研究センター[2001]が指摘
しているように、ここにいたって燕が「特定製品分野をめぐる完結型産地構造としては解体し
つつある」といってよいであろう。 
 
表－１ 洋食器・金属ハウスウェア・研磨企業の業態・従業者規模（1990 年） 
 洋食器 金属ハウスウェア 研磨 
従業者規模 親会社 下請企業 計 親会社 下請企業 計 下請 
合計 148 182 330 127 265 392 1,014 
１～3 人 24 140 164 21 188 209 915 
４～９人 72 41 113 49 72 121 87 
10～19 人 20 0 20 28 5 33 11 
20～29 人 20 1 21 11 0 11 1 
30～49 人 5 0 5 9 0 9 0 
50～99 人 5 0 5 7 0 7 0 
100 人～ 2 0 2 2 0 2 0 
資料：燕市商工会議所作成(1990 年事業所データ）ただし引用は中小企業研究センター[2001]、31 頁から 
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表－２ 旧燕市における主要業種別事業所数の推移 
  1976 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 1999 年 
1976 年 
→1999 年 
金属洋食器 472 444 401 330 290 230 48.7% 
利器工匠具 28 34 27 32 24 30 107.1% 
やすり 42 38 25 16 12 10 23.8% 
製缶板金 60 54 129 158 89 103 171.7% 
金属器物 259 314 371 392 420 370 142.9% 
金属彫刻 62 60 61 55 45 35 56.5% 
電気めっき 23 23 24 27 23 18 78.3% 
金属研磨等 1,326 1,228 1,123 1,014 876 729 55.0% 
農業用機械 55 49 38 42 29 24 43.6% 
金型・同部品 130 153 178 188 165 158 121.5% 
プラスチック 161 154 132 127 79 97 60.2% 
計 2,618 2,551 2,509 2,381 2,052 1,804 68.9% 
資料：中小企業研究センター[2001]、29 頁 
 
表－３ 主要業種別事業所数の推移（旧燕市、旧吉田町、旧分水町の合計） 
  2000 年 2001 年 2003 年 
2000 年
→2003 年
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
2004 年 
→2007 年 
金 属 洋 食 器 257 251 213 82.9% 73 64 61 63 86.3% 
利 器 工 匠 具 36 36 34 94.4% 15 16 15 17 113.3% 
作 業 用 工 具 27 22 21 77.8% 11 11 10 9 81.8% 
や す り 10 11 8 80.0% 4 3 3 2 50.0% 
製 缶 板 金 153 148 155 101.3% 48 43 41 39 81.3% 
金 属 器 物 416 388 365 87.7% 133 139 127 120 90.2% 
金 属 彫 刻 35 33 34 97.1% 4 3 4 3 75.0% 
電 気 め っ き 21 23 22 104.8% 13 14 14 13 100.0% 
金 属 研 磨 等 772 729 671 86.9% 41 42 34 30 73.2% 
農 業 用 機 械 36 32 32 88.9% 13 14 14 14 107.7% 
金型・同部品 191 188 181 94.8% 91 99 90 83 91.2% 
プ ラ ス チ ッ ク 111 107 65 58.6% 46 40 40 37 80.4% 
鉄 鋼 49 47 42 85.7% 27 26 24 24 88.9% 
電気機械器具 50 47 49 98.0% 31 32 32 31 100.0% 
情報通信機械 10 12 16 160.0% 12 12 10 12 100.0% 
計 2,174 2,074 1,908 87.8% 562 558 519 497 88.4% 
資料：燕市[2007]、燕市[2008]より作成 
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表－４ 主要業種別製造品出荷額等の推移（旧燕市、旧吉田町、旧分水町の合計、単位：万円） 
  2000 年 2001 年 2003 年 
2000 年
→2003 年
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
2004 年 
→2007 年 
金 属 洋 食 器 1,741,987 1,648,901 1,286,706 73.9% 1,014,237 943,272 929,574 1,135,755 112.0% 
利 器 工 匠 具 398,244 375,903 402,184 101.0% 398,116 400,740 422,920 539,064 135.4% 
作 業 用 工 具 343,243 331,076 293,319 85.5% 263,324 285,011 279,646 278,344 105.7% 
や す り 30,294 29,793 24,495 80.9% 21,130 16,274 12,841 X X 
製 缶 板 金 612,147 504,280 710,913 116.1% 681,110 901,276 872,781 894,658 131.4% 
金 属 器 物 4,705,755 4,504,206 3,745,709 79.6% 3,731,537 3,635,149 3,520,744 3,345,227 89.6% 
金 属 彫 刻 26,859 25,448 29,394 109.4% 15,563 11,101 14,221 X X 
電 気 め っ き 160,875 165,815 147,122 91.5% 119,422 123,641 128,243 132,387 110.9% 
金 属 研 磨 等 573,862 535,888 494,913 86.2% 276,119 262,712 247,599 170,708 61.8% 
農 業 用 機 械 290,161 330,307 304,962 105.1% 282,789 286,335 396,882 437,740 154.8% 
金型・同部品 1,184,127 1,156,403 1,102,520 93.1% 874,415 1,054,854 946,876 1,044,107 119.4% 
プ ラ ス チ ッ ク 1,541,691 1,546,144 1,311,610 85.1% 1,589,980 1,406,851 1,544,088 1,337,358 84.1% 
鉄 鋼 2,943,548 2,851,635 3,643,792 123.8% 4,066,811 4,531,648 4,884,193 5,405,288 132.9% 
電気機械器具 4,870,738 4,894,032 5,242,713 107.6% 5,397,364 5,617,638 4,904,069 5,137,114 95.2% 
情報通信機械 3,509,871 3,829,825 8,437,064 240.4% 10,210,468 6,798,125 7,407,932 8,768,581 85.9% 
計 22,933,402 22,729,656 27,177,416 118.5% 28,942,385 26,274,627 26,512,609 28,626,331 98.9% 
資料：表－３と同じ 
 
表－５ 主要業種別従業者数の推移（旧燕市、旧吉田町、旧分水町の合計） 
  2000 年 2001 年 2003 年 
2000 年
→2003 年
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 
2004 年 
→2007 年 
金 属 洋 食 器 1,491 1,416 1,145 76.8% 813 737 667 735 90.4% 
利 器 工 匠 具 283 277 269 95.1% 249 259 275 409 164.3% 
作 業 用 工 具 247 218 217 87.9% 196 193 206 208 106.1% 
や す り 47 49 41 87.2% 36 28 27 22 61.1% 
製 缶 板 金 606 559 803 132.5% 589 609 627 586 99.5% 
金 属 器 物 3,200 3,011 2,693 84.2% 2,261 2,176 2,109 1,984 87.7% 
金 属 彫 刻 69 64 74 107.2% 21 15 20 15 71.4% 
電 気 め っ き 187 174 168 89.8% 128 133 132 137 107.0% 
金 属 研 磨 等 1,674 1,590 1,472 87.9% 420 421 394 299 71.2% 
農 業 用 機 械 204 224 212 103.9% 179 190 239 266 148.6% 
金型・同部品 1,128 1,115 1,062 94.1% 808 932 816 858 106.2% 
プ ラ ス チ ッ ク 954 937 897 94.0% 957 876 935 802 83.8% 
鉄 鋼 808 739 683 84.5% 727 770 728 715 98.3% 
電気機械器具 1,991 1,979 1,994 100.2% 1,965 1,910 1,685 1,744 88.8% 
情報通信機械 954 984 918 96.2% 884 1,069 1,143 1,251 141.5% 
計 13,843 13,336 12,648 91.4% 10,233 10,318 10,003 10,031 98.0% 
資料：表－３と同じ 
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３ 燕産業集積の展望 
 
燕が「特定製品分野をめぐる完結型産地構造としては解体しつつある」といっても、金属洋
食器で培われたプレスの技術、羽布研磨の技術、金属ハウスウェアで培われた深絞り、精密板
金、接合、スピニング加工、線材加工、ロストワックス、電解研磨、メッキ、酸化発色等幅広
い技術がこの地域に蓄積されてきた意味は大きい。現在さらに今後これら技術を個別に深めな
がら、これら技術を組み合わせていかなる製品に応用し、さらにはいかなる製品を生み出して
いけるか、ここに燕の産業集積の展望が見出されるであろう。技術の縦の深化と技術の横への
拡大・連携である。すでにその成果は今回の調査でも示されていた。 
まずは技術の縦の深化については燕の磨きの技術である。8 月 5 日に訪問した燕市磨き屋一
番館は「金属研磨の後継者の育成、新規開業の促進、技術の高度化による産地産業の振興及び
体験学習による金属研磨技術の普及を図ることを目的」にしている。訪問した折にもマイスター
の方 3 人が研修生に羽布研磨の指導を行い、またマイスターがジェット旅客機の翼の研磨も手
掛けられていた。オーダーの単位はナノだったと記憶している。ここでマーシャルの「外部経
済」を思い起こすと、燕には羽布研磨の技術が当たり前のように普及し、その中からマイスター
に認定された熟練工が精度の高い、燕ならではの作業をこなしつつ、若い後継者の育成に励ん
でいる。また伊丹敬之、松島茂、橘川武郎[1998]が中小企業集積の継続性が生まれる要件とし
てあげていた需要搬入企業の存在については燕商工会議所が介在している｢磨き屋シンジケー
ト｣がその役割を果たしている。その仕組みは HP 上で以下のように描かれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：http://www.migaki.com/shikumi/shikumi.html 
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シンジケートが請け負うことのできる加工はマグネシウム研磨、アルミ筐体研磨、半導体装
置研磨、サニタリー継ぎ手内面研磨、チタン研磨仕上げ（Ti バレル、研磨、ミラー仕上げ、鏡
面仕上げ）、ステンレス研磨（表面処理、ショットブラスト、ステンレス・バイブレーション、
SUS 箔、鏡面仕上げ、出張研磨、羽布研磨）、金型磨き（仕上げ、鏡面加工、工具、エアロラッ
プ、ポリッシング、異形状、凹面、ラッピング、研磨）等々HP 上で紹介されている。燕市磨
き屋一番館で拝見したビール用ステンレスマグカップの磨きもこのシンジケートで調整され、
その引き合いも多いと聞く。幹事、協力工場は数社が県外のほかは、そのほとんどが燕と三条
に立地しており、分業調整費も抑えられることから域内で幅の広い横請けの仕事を作り出すこ
ができよう。金属洋食器で培われた研磨技術が様々な難加工財に応用されながら、その幅と深
さが拡がり、その組み合わせで燕域内ならではの仕事が発揮され、その発展が展望できよう。
金属洋食器、金属ハウスウェアをめぐる産地型集積は解体しつつあると考えなければならない
が、そこで培われた技術の幅と深さが拡がり、燕地域の優位性が実現されていると考えられる。 
表－４に戻ろう。先にみたように世紀転換を境にして金属ハウスウェア産業が燕の機軸産業
としての役割を担いきれなくなったのと入れ替わりに、情報通信機器産業が急伸する。ことに
2003 年の製造品出荷額は前年比 2.2 倍の 8,437 千万円を計上した。2004 年にはさらに増大し
10,210 千万円を記録し、以後ピークアウトするも、2007 年にも 8,769 千万円の水準を維持し、
同地域の製造品出荷額の 3 割を占めている。この情報通信機器産業の急伸には 8 月 6 日に訪問
した東陽理化学研究所が大きく貢献していると考えられる。 
以下、同社について考察を加えていきたい。その手がかりとして、ジェトロ[2007]の「世界
のイノベーションを支える日本の金属加工技術」というコラムをあげておきたい。 
「米アップル社といえば、斬新なデザインの商品と国際的なビジネスモデルの構築で非常に
革新的な会社として定評がある。しかし、ライバル社マイクロソフトの出現で、90 年代半ばに
は経営危機が訪れた。そこでアップルがとった再生戦略は、商品のデザインに徹底的にこだわ
り、新しいデジタルライフを提供するイノベーティブな会社として生まれ変わることであった。 
同社のビジネスモデルは自社工場を持たないファブレスであったため、自分たちが思い描い
た製品を実現するためには、それを叶えてくれる会社を探すことが必要であった。コンピュー
タの中に入る部品は一般ユーザーには差別しづらく外観が重要であった。当時、ノートパソコ
ンは、厚く、持ち運びに不便であった。そこで、同社は 1 インチという厚さをデザインの軸に
置き、それを実現するにはどのような部品の組み合わせを行えばよいかを中心に開発に取り組
んだ。とはいえ、マザーボードやバッテリーなどの内装部品、液晶モニターなどを薄型化する
のは限界があり、最後はデザイン性を維持しながら外装部品をいかに薄型化するかが課題と
なった。しかし、それを実現できる金属加工メーカーは世界中探してもなかなか見つからず、
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途方に暮れていた。 
そうした中、プロジェクトにかかわった１人のデザイナーがたまたま欧州を旅行したときに、
ライカ製のカメラを見付け、筐体にチタニウムが使われていることを発見し、カメラに使える
のであればコンピュータにも使用可能と考え、製造会社探しが始まった。結局、行き着いたと
ころが洋食器で知られる新潟県燕市にある T 社であった。それを契機に、同社は iPod や iPhone
などアップルの新製品の外装部品を常に担当し、研究開発および生産に携わっている。 
同社の社長によれば、自社の強みは基礎技術と顧客の要求仕様にあった擦り合わせ能力であ
り、製品開発に対しての粘り強さであるという。 
T 社はアップルから外装部品の生産を請け負っているわけであるが、新製品の開発時期には
全量を自主生産してもいいが、ある程度市場が拡大したときには中国などの競合他社に生産を
譲るのが得策としている。その背景には、需要に応じて企業規模を拡大すれば設備投資に巨額
な資金がかかりリスクが増大するほか、世界企業（アップル）に対して 1 社だけで供給責任を
負いたくないといった考えがある。つまり、薄利多売な規模の経済で勝負するのではなく、開
発能力を武器に適正な規模と自社の強み（擦り合わせ能力）を生かす競争力を高めているので
ある」（ジェトロ[2007]、81 頁）。T 社が東陽理化学研究所であることは周知の事実である。 
倉島武社長は同社の HP で次のように紹介している。 
｢1950 年の創業以来、『技術に生きる』をモットーに、常に技術力の向上を目指し、歩んでき
た当社は、時代の変化と共にその技術表現の領域も柔軟に変化・対応さえることで時代に調和
し、今日まで成長し続けてきました。 
当社の金属加工技術は、金型設計から加工、接合、組立、表面処理、評価・測定までのすべ
ての工程をカバーし、世界的に見ても非常に稀な一貫生産体制を確立しております。また、取
り扱う素材もステンレス・アルミニウム・チタン・マグネシウムと多岐に渡っています。当初
は魔法瓶などの製造に活かされていたこの技術は、その後カメラボディなどに採用され近年で
はパソコンや携帯音楽プレーヤー、携帯電話などの IT 機器の筐体に形を変えて世界中のユー
ザーへ供給されています」。 
同社は 1950 年に国内内初のステンレス電解研磨専門企業として創業して以来、1961 年にス
テンレスの黒色発色を開発し、71 年にはステンレスのカラー発色を国内最初に企業化した。こ
こまで同社の中核技術は電解研磨、ステンレス発色であったが、さらに 1980 年代には金型部門
を設置し(1984 年)、深絞り技術を極め、これが同社をしてグローバル企業を支えるまでの技術
基盤となった。1984 年に温間プレス技術によるステンレス製深絞り容器の量産を開始し、1887
年にはステンレス・チタニウムの超々深絞り加工技術（Extra Deep Drawing 技術）を開発した。
この加工法は油圧トランスファプレスを用い、そのことによって冷間プレス品では焼鈍工程や
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溶接工程を用いなければ加工できなかった製品をプレス一体成形で加工できるようになったと
いう。またそのことによって、工程短縮、耐食性増強、製品重量低減、加工硬化による強度向
上を実現している。さらにこの加工法を用いることによって、従来不可能とされた超深絞りの
非円形（楕円、四角等）の製品が円形とほぼ同じ工程、加工費でできるようになった。1989 年
に EDD 技術によりステンレス製角形深絞り容器の量産を開始し、翌 90 年にはチタニウム製カ
メラボディの量産を開始した。1992 年には対向液圧プレス加工を用いて、チタニウム製一眼レ
フカメラボディの量産を開始する。ステンレス製魔法瓶の 45 パーセントのシェアをほこる技術
力を持ちながら、それに満足することなく、時代の流れに遅れをとらない技術の開発に傾注し
たがゆえに最先端の器機の筐体のグローバル受注を実現している。中小企業研究センター
[2001]が紹介しているように、同社は「技術力に対する自負のもと『事業転換しなければ、存
続価値はなくなる』という方針」（176 頁）によって、主力製品を時期により変えてきた。ステ
ンレス製魔法瓶からデジタルカメラ筐体、パソコン筐体、デジタル音楽プレーヤー筐体へと。
ここには先に見たように同社の中核技術の深絞りの深化、拡大がある。アップル社とのかかわ
りに制御がかかっているのも、新たな領域への技術進化に対するこだわりがあるからだと推察
される。 
深絞り技術の深化を図りながらもかつ、保有技術を金型製造から製品組立まで一貫生産体制
の構築にまで拡げている。その結果、同社は中小企業研究センター[2001]が指摘しているよう
に燕地域の代表的企業であるものの、｢地域の外部資源への依存は極めて少なく、・・・外部経
済効果を持ち得ない地域の『卒業生』的存在である｣（中小企業研究センター[2001]、112 頁）
といえるであろう。しかし、技術進化へのこだわり、それを実現してきたがゆえに広域に、グ
ローバルに受注を確保することができたのであり、その意味では燕地域の企業モデルとなりう
るといえよう。技術力ゆえに、技術進化を遂げるがゆえに広域に受注できるというモデルであ
り、その成功例として燕の集積内にそのモデルが拡大しえるのではないかと考えられるのであ
る。 
日本の各地の産業集積が崩れていく中、グローバル企業によって日本の中小企業の部品、技
術が採用されるケースが多いのはなぜだろうか。技術力に加えて、グローバル企業の引き合い
に対する日本の中小企業の提案力、「擦り合わせ能力」の高さがその要因のひとつであろう。し
かし、逆にグローバル企業の見る目が肥えていることも事実として認めておかなければならな
い2。ファブレスであるがゆえに自社のアイディアに即した企業を探し出さなければならないと
いう事情が企業発掘の原動力になっているとも考えられる。日本の企業は自社に技術力がある
ので、それに即して提案できる顧客企業を探し出す。自社の技術の視野から顧客企業を探し出
すのに対して、そうしたベクトルとは逆に、技術を持っていないがゆえに、アイディアだけで
－ 43 － 
あるがゆえに技術を有する企業を幅広く探し出すことができるのである。燕地域のコーディ
ネーターにもこうした発想と仕事、かつそうしたができる雰囲気が－燕のためではあるが燕以
外の企業を広域に見て探し出すことのみを仕事にする－必要であろう。また、こうしたコーディ
ネーターの仕事が燕の技術集積を根拠にしながら柔軟に、広域に受注を実現していくことを可
能にするのではないかと期待する。 
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1 現地ヒアリングで判明したことであるが、金属洋食器の羽布研磨の場合、その仕上げは研磨の回数によっ
て熟練工の仕上げを代替できるようで、その意味では賃金の安い中国の方が有利になるという。 
2 ただし、ファブレス化するブランド企業のネットワークに包摂される危険性は重々認識しえおかなけれ
ばならない。なぜなら 2001 年の IT バブル崩壊の際に大量の在庫形成が発生した。それはブランド企業が
調達だけでなく製造までアウトソーシングするファブレス化が進展し、その対極に EMS（Electronics 
Manufacturing Service）がハブ化し、そのスポーク上に部品メーカーがグローバル企業のネットワーク上に
包摂される、こうしたネットワーク上に大量の重複発注とその一方的なキャンセルが起きたからである。
現在のグローバル資本主義の逆回転の下で発生している広東省の大量倒産もこうしたネットワーク上で起
きていると考えられる。 
